様式第４号
事業整備計画書

１　法人の概要について
設立：　　　年　　月　　日　　　　登記：　　　年　　月　　日
　
（１）法人名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）主たる事務所の所在地

　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　建設予定地について

（１）土地の内容

	所 在 地
	

	地　　番
	
	
	
	
	

	地     目
	
	
	
	
	

	面積（㎡）
	
	
	
	
	

	合計面積（㎡）
	㎡

	現    況
	
	
	
	
	

	既存建築物
	有 ・ 無

(　　　　)
	有 ・ 無

(　　　　)
	有 ・ 無

(　　　　)
	有 ・ 無

(　　　　)
	有 ・ 無

(　　　　)

	
	※　有の場合は（　）に用途を記入すること。

	抵当権の設定
	有 ・ 無

(　　　　)
	有 ・ 無

(　　　　)
	有 ・ 無

(　　　　)
	有 ・ 無

(　　　　)
	有 ・ 無

(　　　　)

	
	※　有の場合は（　）に用途を記入すること。

	所　有　者
	
	
	
	
	

	事業者と

の関係
	
	
	
	
	

	確保方法

①贈与

②購入

③賃貸
	
	
	
	
	

	
	※　金額又は年数を記入すること。

	取得の確約
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無

	
	※　有の場合は書類を添付すること。


（２）その他の規制等について

	取付道路の有無
	　□　有（幅員：　　ｍ）　
　□　無（対応：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	電気の有無
	　□　有　　　□　無　（対応：　　　　　　　　　　　　）

	ガスの有無
	　□　有　　　□　無　（対応：　　　　　　　　　　　　）

	上水道の有無
	□　有　　　□　無　（対応：　　　　　　　　　　　　）

	下水道の有無
	□　有　　　□　無　（対応：　　　　　　　　　　　　）

	埋蔵文化財の有無
	　□　無　　　□　有　（対応：　　　　　　　　　　　　）

	生産緑地の指定等
	□　緑地保全地区

□　生産緑地

	その他特記事項
	


　　

（３）都市計画法の区域（どちらかに〇）
	
	市街化区域
	
	市街化調整区域


（４）都市計画法による用途地域（該当地域に〇）
	
	第一種低層住居専用地域
	
	第二種低層住居専用地域
	
	

	
	第一種中高層住居専用地域
	
	第二種中高層住居専用地域
	
	

	
	第一種住居地域
	
	第二種住居地域
	
	準住居地域

	
	近隣商業地域
	
	商業地域
	
	

	
	準工業地域
	
	工業地域
	
	工業専用地域

	
	用途地域指定なし
	
	
	
	


（５）法令等で定められた建ぺい率　　　％　　法令等で定められた容積率　　　％
　　　 整備予定施設に係る建ぺい率　　　％　　整備予定施設に係る容積率　　　％

　　　　　
（６）建設予定地の選定理由について

	


３．整備予定の施設種別及び定員数等について

（１）定員等
	施設種別
	定　員
	ユニット構成
	内　　　訳

	介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）
	人
	人×　ユニット
	　ユニット型　　人

　多床室　　　　人　


（２）整備予定建築物の概要等について

	構　　造
	　　　　　　　　造
	地上　　　　階建
	地下　　　階建

	建築面積（㎡）
	㎡

	延床面積（㎡）
	㎡


　（３）公共交通機関等　　
　　　　

最寄り駅　　　　　　　　　　　線　　　　　駅　　

最寄りのバス停　　　　　　　　　　　　　　（停留所）から徒歩　　　　分
　（４）医療機関等の協力体制について

	協力予定　医療機関

	名　称
	

	診療科目
	

	病床数
	

	施設からの距離等　
	距離：約　　　ｋｍ、時間：徒歩　　　分、バス・自動車　　　分

	未定の場合は、その見通しについて



	協力予定歯科医療機関

	提携先
	

	提携内容
	


４．増設理念について
	


５．経営方針等について
（１）経営理念について

	


（２）ユニットに対する考え方について

	1 ユニット内の交流について
②　ユニット間の交流について




（３）施設職員の確保の考え方について
	


（４）低所得者への配慮について（利用者負担額軽減措置事業等の実施について）
	


（５）隣接地の同意状況について

	①隣接住民の同意（説明）状況について

②自治会等の同意（説明）状況について




（６）地域との関わり方について
	①地域に開かれた施設とする取り組みについて
②ボランティアとの連携体制について



（７）相談・苦情への考え方と取り組みについて

	


（８）安全対策の考え方と取り組みについて

	


（９）職員研修の考え方と取り組みについて

	


（１０）衛生管理の考え方と取り組みについて

	


（１１）虐待防止に対する取り組みについて

	


（１２）身体拘束・事故防止に対する取り組みについて
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